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中国経済、供給制約と物価上昇に引き続き留意
IMFの世界経済見通しは大幅下方修正

【地域・国別の実質GDP成長率の見通し】

経済見通しは大幅下方修正
ロシアによるウクライナ侵攻が主因

（注）データは2021～2023年、IMF予想。
ASEAN5はインドネシア、マレーシア、タイ、フィリピン、ベトナム。

（出所）IMFのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

（前年比、％）

年 2021 2022 2023

（実績） （予想） （予想） 2022 2023

世界GDP 6.1 3.6 3.6 ▲ 0.8 ▲ 0.2

先進国 5.2 3.3 2.4 ▲ 0.6 ▲ 0.2

米国 5.7 3.7 2.3 ▲ 0.3 ▲ 0.3

ユーロ圏 5.3 2.8 2.3 ▲ 1.1 ▲ 0.2

ドイツ 2.8 2.1 2.7 ▲ 1.7 0.2

フランス 7.0 2.9 1.4 ▲ 0.6 ▲ 0.4

イタリア 6.6 2.3 1.7 ▲ 1.5 ▲ 0.5

日本 1.6 2.4 2.3 ▲ 0.9 0.5

英国 7.4 3.7 1.2 ▲ 1.0 ▲ 1.1

オーストラリア 4.7 4.2 2.5 0.1 0.0

新興・発展途上国 6.8 3.8 4.4 ▲ 1.0 ▲ 0.3

中国 8.1 4.4 5.1 ▲ 0.4 ▲ 0.1

インド 8.9 8.2 6.9 ▲ 0.8 ▲ 0.2

ASEAN5 3.4 5.3 5.9 ▲ 0.3 ▲ 0.1

ロシア 4.7 ▲ 8.5 ▲ 2.3 ▲ 11.3 ▲ 4.4

ブラジル 4.6 0.8 1.4 0.5 ▲ 0.2

メキシコ 4.8 2.0 2.5 ▲ 0.8 ▲ 0.2

前回見通しからの

修正幅（ポイント）

 国際通貨基金（IMF）は、19日、最新の世
界経済見通しを発表しました。今回は「戦争は
世界の回復を後退させる」としており、ロシアによ
るウクライナ侵攻が世界経済の成長を大幅に減
速させること、物価上昇に大きな影響を与えるこ
とを指摘しました。

 IMFは2022年の世界の成長率を前年比
＋3.6％、1月時点の予想から0.8ポイントの大
幅下方修正としました。これはロシアによるウクラ
イナ侵攻と新型コロナウイルスの感染拡大による
中国のロックダウンを受けたものです。

 2022年の先進国の成長率は同+3.3％と
0.6ポイントの下方修正となりました。米国は
0.3ポイントの下方修正です。ユーロ圏では、ロ
シアからのエネルギー依存度が高いドイツが大き
めの下方修正となりました。

 先進国の中で唯一経済見通しが上方修正さ
れた国はオーストラリアです。コロナによる行動制
限が解除される中で、経済再開の流れが続く見
通しです。

 一方、新興・発展途上国も大きく下方修正とな
りました。世界経済への影響が大きい中国が
0.4ポイントの下方修正となりました。こうした中、
ブラジルは経済成長率は低いものの、0.5ポイン
トの上方修正となりました。

 続く2023年は先進国の経済成長がさらに低下
する一方、中国の成長が回復することで、世界
経済の成長率は維持される見通しとなりました。
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2022年4月19日 中国の1-3月期GDP成長率は4.8％
2022年4月13日 3月の米CPIは40年ぶりの高い上昇率
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中国経済

感染力の強いオミクロン型の変種とゼロコロナ政策の

影響が4月以降も景気の足かせに。ロックダウンが長

期化する場合は、内需（個人消費）が失速、生

産減による供給不足に波及するリスクがある

成長率の更なる下方修正

供給制約と

物価上昇

新型コロナによる生産抑制や商品の供給不足に加

え、ウクライナ情勢の長期化を反映してエネルギーや

食料の供給不足が恒常化

物価上昇の高進と高止まり

要因と影響

消費者物価上昇率は上方修正

 2022年の先進国の消費者物価上昇率は前年比
＋5.7％と1月時点の予想よりも上方修正となりま
した。ただし、2023年には同＋2.5％と落ち着きを
取り戻す見通しです。

 一方、2022年の新興・発展途上国の消費者物価
上昇率は同＋8.7％と、1月時点の予想よりも大幅
な上方修正となりました。続く2023年も同＋6.5％
と、新興・発展途上国は高い上昇率が続くと予想さ
れました。資源価格の高騰を背景とした物価上昇
局面は、新興国においてより長期間続く見通しです。

中国経済、供給制約と物価上昇に引き続き留意

新興国・発展途上国では高止まる見通し
【消費者物価（前年比）の見通し】

【世界経済の下押し要因】

（出所）各種報道等を基に三井住友DSアセットマネジメント作成

（注1）データは2021～2023年、IMF予想。
（注2）先進国の日米ユーロの消費者物価（前年比）は以下の通り。

ユーロ圏は2022年が＋5.3％、2023年が＋2.3％。
日本は2022年が＋1.0％、2023年が＋0.8％。
米国は2022年が＋7.7％、2023年が＋2.9％。

（出所）IMFのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

（％）

年 2021 2022 2023

（実績） （予想） （予想） 2022 2023

先進国 3.1 5.7 2.5 1.8 0.4

新興・発展途上国 5.9 8.7 6.5 2.8 1.8

前回見通しからの

修正幅（ポイント）

 今回のIMFの世界経済見通しは、足元のウクライナ紛争が他地域に拡大しないこと、ロシアに対する更なる制裁
措置にエネルギー分野が加わらないこと、パンデミックの健康・経済への影響が2022年中に軽減することを想定
しています。また、今回の予想は非常に不確実性が高いことをIMFも指摘しています。今後、世界経済の成長を
阻害する要因としては、①ウクライナ情勢の一段の悪化、②ロシアへの制裁措置のさらなる強化、③中国のロック
ダウンの長期化、④より毒性の高い新型コロナウイルスの出現とパンデミックの再燃、などが想定されます。

 物価見通しにおいても不確実は高いと思われます。戦争に起因する需給バランスの悪化や商品価格等のさらな
る高騰は、物価やインフレ期待の上昇や高止まりにつながり、いずれ賃金上昇にもつながる可能性があります。さ
らに、ウクライナ情勢の緊迫化によるエネルギー・食品価格の高騰が社会的な緊張を高める可能性もあります。

 こうした中、中国経済は2023年の世界経済の回復を担う中心的な役割を期待されており、改めて注目度が高
まりそうです。中国のゼロコロナ政策が長期化すれば、個人消費が低迷し、中国の経済成長の足かせとなるリス
クがあります。また、サプライチェーンの機能不全も想定され、原材料や部材の不足と生産の減少といった悪循環
が再び起きれば、物価上昇の高進と高止まりの要因となる可能性もあるだけに、引き続き留意が必要です。

https://www.smd-am.co.jp/market/daily/marketreport/2022/04/news220413us/
https://www.smd-am.co.jp/market/daily/marketreport/2022/04/news220419as/

